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 生産緑地  宅地化農地

東京都 「東京農業振興プラン」から作成
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都市農地の減少を抑える相続税の改正を 
～都市農地保全推進自治体協議会が緊急要望書を提出～ 

18 日、「都市農地保全推進自治体協議会」（会長：練馬区長 志村 豊志郎）は、自由民主党本

部において、党税制調査会会長に対し、現在行われている相続税の見直しにあたっては、都市農

地（市街化区域内農地）の減少を抑え、豊かさと潤いを実感できる都市環境をできる限り次世代

へ残せるような改正となるよう要望した。 

都市農地は、農産物の供給に加え、都市の環境保全、防災、食育など多面的な機能をもち、都

市住民にとって重要な財産となっている。一方、農地は年々減少し続けており、その原因の一つ

として相続税の負担が挙げられている。 

同協議会は、都市農地をもつ東京都内の 38基礎自治体で構成され、都市農地の保全を目指し、

取り組みを進めている。昨年 11 月にも、都市農地の保全に向け、国に対し、相続税納税猶予制

度を堅持すること、農業経営に欠かせない農業用施設用地や屋敷林について、相続税の支払負担

を軽減する措置を講じることなどの要望を行った。 

今回、自由民主党税制調査会において、相続税の課税強化につながる制度改正が検討されてい

ることから、党税制調査会に対し、改めて都市農地の役割、大切さを訴えるとともに、検討にあ

たっては都市農地の減少を抑えられる配慮を行うよう要望した。 

 
【都市農地の現状】 

都市（特に市街化区域内の）農地は、都市に暮らす消費者に対して、生産者の顔が見え安心で

きる新鮮な農産物を供給するとともに、野菜作りや果実の摘み取りを体験する場や食育を推進す

る場となっている。また、都市のヒートアイランド現象を緩和し、都市型水害や火災延焼による

被害を軽減する場にもなっている。このように、農業・農地が持つ多面的機能には、都市におい

て大きな役割があるにもかかわらず、都市の農地は高い地価による高額な相続税の負担等により

減少が続いており、極めて憂慮すべき状況となっている。 
 
【東京都の農地面積】 

 東京都全体では、市街化区域内の農地（生産緑地及び宅地化農地）は、10 年間で 1,191ha 減

少し、平成 22年の農地面積は 4,583haとなっている。 
 
【緊急要望内容】 別紙資料のとおり 
 
【問い合わせ】 

都市農地保全推進自治体協議会事務局 

（区民生活事業本部 産業経済部 

 都市農業課 農業振興係）  

電話 03‐5984－4759 

    




